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   第 ３ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成29年６月26日(月曜日) 

            午前10時０分開議 

            午後０時１分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成29年度熊本県一般会計補

正予算（第１号） 

 議案第14号 熊本県国営土地改良事業負担

金徴収条例の一部を改正する条例の制

定について 

 報告第１号 平成28年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第６号 平成28年度熊本県一般会計事

故繰越し繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第12号 専決処分の報告について 

 報告第13号 専決処分の報告について 

 報告第20号 地産地消の推進に関する施策

の報告について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ① 平成28年熊本地震復興基金事業（６

月補正）について 

  ② 熊本地震による農林水産業の被害及

び復旧・復興の状況について 

  ③ 平成28年熊本県農業産出額（県推

計）について 

  ④ 第10次熊本県卸売市場整備計画の策

定について 

  ⑤ 平成30年産以降の米政策への対応に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 山 口   裕 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 末 松 直 洋 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 濱 田 義 之 

       政策審議監 福 島 誠 治 

      生産経営局長 川 口 卓 也 

      農村振興局長 西 森 英 敏 

        森林局長 三 原 義 之 

        水産局長 木 村 武 志 

    農林水産政策課長 千 田 真 寿 

         政策監 下 田 安 幸 

      団体支援課長 杉 山 正 三 

 流通アグリビジネス課長 山 下 浩 次 

      農業技術課長 堤   友 信 

      農産園芸課長 大 島   深 

         政策監 上 田 愼 二 

        畜産課長 中 村 秀 朗 

  農地・担い手支援課長 鳥 井   修 

      首席審議員兼 

      農村計画課長 村 山 直 康 

      農地整備課長 福 島 理 仁 

     むらづくり課長 久保田   修 

      技術管理課長 今 田 久仁生 

      森林整備課長 長谷川   誠 

      林業振興課長 古 家 宏 俊 

      森林保全課長 木 下 節 夫 

      水産振興課長 山 田 雅 章 
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    漁港漁場整備課長 田 尻 雅 裕 

  農業研究センター所長 下 舞 睦 哉 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 甲 斐   博 

     政務調査課主幹 吉 田   晋 

     ――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○山口裕委員長 ただいまから、第３回農林

水産常任委員会を開会いたします。 

 それでは、委員会に付託された議案等を議

題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。 

 説明を行われる際は、効率よく進めるた

め、説明は着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、農林水産部長から総括説明を行

い、続いて、付託議案等について担当課長か

ら順次説明をお願いします。 

 濱田農林水産部長。 

 

○濱田農林水産部長 着座のまま失礼をいた

します。 

 議案等の概要を説明させていただきます。 

 今回提案しておりますのは、平成29年度６

月補正予算関係１件、条例関係１件のほか、

報告案件５件でございます。 

 まず、予算関係では、一般会計で総額40億

円余の増額補正をお願いいたしております。 

 その主な内容としては、１番目に、市町村

から受託して行う被災農地、農業用施設の復

旧費、２番目には、農業競争力の強化を図る

集出荷施設等の整備、３つ目には、東京オリ

ンピック・パラリンピックを見据えました水

産物供給体制づくりなどでございます。 

 この結果、補正後の一般会計、特別会計の

予算総額は、887億円余となってございま

す。 

 また、条例関係では、熊本県国営土地改良

事業負担金徴収条例の一部を改正する条例を

提案いたしております。 

 さらに、報告事項でございますが、平成28

年度一般会計に係る明許繰り越し及び事故繰

越の報告、交通事故に係る専決処分２件、地

産地消の推進に関する施策の報告を提出させ

ていただきます。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

ございますが、その他の報告事項といたしま

して、熊本地震復興基金を活用した２つの事

業、そして平成28年の熊本県農業産出額の試

算、あるいは平成30年度以降の米政策への対

応等々５件について報告させていただきま

す。 

 詳細につきましては、それぞれ担当課長か

ら説明をさせますので、御審議のほどよろし

くお願い申し上げます。 

 

○山口裕委員長 引き続き、担当課長から説

明をお願いします。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会説明資料をお願いいた

します。 

 １ページをお願いいたします。 

 平成29年度６月補正予算総括表でございま

す。 

 補正額Ｂ欄の一番下をごらんください。 

 農林水産部全体の補正予算は40億6,000万

円余の増額補正で、補正後の総額は887億円

余となっております。 

 補正予算の詳細につきましては、各課から

説明いたします。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 資料は、次の２ページになります。 

 農業総務費のうち、農産物流通総合対策費

でございます。 

 補正額の欄にありますように、1,000万円
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の増額をお願いしております。 

 右の説明欄にありますように、復興のシン

ボルとなるような加工品を開発し、誘客や活

性化につなげようとする取り組みを支援する

もので、特に被害が大きかった上益城や阿蘇

地域で実施する予定です。 

 よろしく御審議お願いします。 

 

○堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 ３ページをお願いいたします。 

 農作物対策費の国庫支出金返納金としまし

て、今回260万円余をお願いしております。 

 これは、環境保全型農業直接支払事業の平

成28年度分の事業費確定に伴います国庫支出

金返納金でございます。 

 農業技術課は以上でございます。御審議を

よろしくお願い申し上げます。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 資料の４ページをお願いいたします。 

 農作物対策費でございます。 

 ２段目右の説明欄、生産総合事業につきま

しては、国の強い農業づくり交付金を活用し

まして、共同利用施設や低コスト耐候性ハウ

スなどの整備を行うものでございます。 

 今回、野菜の集出荷貯蔵施設の選果能力の

増強等に要する経費として、５億2,000万円

余の増額補正をお願いするものでございま

す。 

 最下段の計にありますように、補正後の総

額は57億円余となります。 

 農産園芸課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いします。 

 ２段目の農地防災事業費でございますが、

国の農村地域防災減災事業の国庫補助金の内

示増に伴いまして、６億3,000万円の増額を

計上しております。 

 説明欄にございますとおり、竜北地区のほ

か８地区の実施を予定しております。 

 また、下段にございますとおり、この増額

に伴いまして、豊川单部地区ほか１地区にお

いて、排水機場整備工事に係る債務負担行為

の設定をお願いしております。 

 ６ページをお願いします。 

 ２段目の農地等災害復旧受託事業費でござ

いますが、新規事業といたしまして、28億

6,000万円余を計上しております。 

 本事業は、昨年の熊本地震等の災害により

まして被災した農地及び農業用施設で、市町

村が実施する災害復旧事業地区のうち、一定

規模以上の事業量で高度な技術力を必要とす

るものにつきまして、積算から発注、竣工検

査までを一括して県が受託するものでござい

ます。单阿蘇村ほか３町村で実施することと

しております。 

 農地整備課全体としましては、最下段にな

りますが、合計で34億9,000万円余を計上し

ております。 

 農地整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○久保田むらづくり課長 むらづくり課でご

ざいます。 

 資料７ページをお願いいたします。 

 県営中山間地域総合整備事業費でございま

す。 

 説明欄にございますとおり、中山間農業モ

デル地区支援事業、これは平成29年度の卖県

新規事業でございます。 

 内容は、特に生産条件が厳しい中山間地域

での農業集落等の実態調査、それにモデル地

区を設定しましての農業ビジョン作成に要す

る経費の支援並びにこのビジョンに基づきま

す簡易な基盤整備等に対する助成を行うもの
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でございます。 

 このうち、昨年度から実施しております実

態調査につきましては、県全体への拡大の必

要性、それとこの調査に基づきます全国の先

進的な取り組みということで、政策提案等に

つなげる必要もございますので、国のほうに

予算要求をいたしました結果、国のほうから

1,800万円の追加割り当てがございました。

これに基づきまして、今回、国費への財源更

正を含め1,200万円の増額補正をお願いする

ものでございます。 

 むらづくり課は以上でございます。 

 

○長谷川森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 説明欄の市町村森林所有者情報整備事業に

つきまして、国の内示増により47万円の増額

補正をお願いしております。 

 増額分につきましては、市町村における森

林所有者情報等の整備に必要な森林ＧＩＳの

システム導入を支援するものでございます。 

 森林整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○木下森林保全課長 資料９ページをお願い

します。 

 森林・山村多面的機能発揮対策事業でござ

います。 

 この事業は、地域住民などで組織する活動

組織が行う里山林を整備する活動に対して補

助する国補助事業でございます。 

 平成29年度は、38団体、5,600万円の補助

対象活動に対して、国が75％補助をしたその

残りを県と市町村で補助しようとするもので

す。県の補正予算額は673万円となります。 

 なお、補助対象となる里山林を整備する活

動とは、具体的には、放置竹林の整備ですと

か雑木山の整理伐、そういったものがござい

ます。 

 平成28年度までは、国100％補助だったも

のが、国の行政レビューを受けて、新たに地

方負担が必要となったものでございます。地

方負担は、県と市町村で１対１、それぞれ 

12.5％を補助するということになります。 

 森林保全課は以上でございます。 

 

○山田水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 水産業振興費でございます。 

 上段の浅海増養殖振興事業費で361万円余

の増額をお願いしております。 

 これは、新規事業の国際イベント水産物供

給体制づくり事業で、東京オリンピック・パ

ラリンピックにおける食材調達基準を満たす

ＡＥＬ認証制度について、県内養殖業者等の

認証取得を支援し、県産水産物の供給体制づ

くりを行うものでございます。 

 これまで、東京オリンピック・パラリンピ

ックへの食材提供の条件などについては、情

報収集を努めてまいりましたが、ことし３月

24日、東京オリンピック・パラリンピック競

技大会組織委員会において、オリンピック、

パラリンピックへ供給する水産物の調達基準

が決定されたところです。 

 このため、県産水産物の供給体制を早急に

構築する必要があることから、本県にとって

最もメリットのある国内版の認証制度である

アクアカルチャーエコラベル、略称ＡＥＬの

認証取得を推進し、体制づくりにつなげてい

きたいと考えております。 

 次に、下段の水産資源保護育成事業費で 

500万円の増額をお願いしております。 

 これは、未利用財産となっております熊本

市单区城单町にございます水産研究センター

の旧内水面研究所の売却のため、隣接する城

单アユ中間育成施設との分離、改修に要する

経費でございます。 

 水産振興課は以上でございます。御審議の
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ほどよろしくお願いいたします。 

 

○村山農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 説明資料の11ページをお願いいたします。 

 条例関係でございます。 

 熊本県国営土地改良事業負担金徴収条例の

一部を改正する条例の制定についてでござい

ます。 

 12ページをごらんください。 

 まず、改正前条例の概要です。 

 本条例は、土地改良法の規定に基づき、県

が市町村や土地改良区等の受益者から徴収す

る国営土地改良事業の負担金の額や徴収方法

等を定めた条例でございまして、土地改良法

施行令等を引用してございます。 

 次に、今回の条例制定の趣旨でございます

けれども、本年４月１日付で施行された土地

改良法施行令の一部改正により、施行令附則

第８項が附則第７条第１項に、施行令附則第

９項が附則第７条第２項に条項ずれが生じた

ことから、今回条例の規定を整理するもので

ございます。 

 農村計画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○千田農林水産政策課長 14ページをお願い

いたします。 

 平成28年度一般会計繰越明許費繰越計算書

総括表でございます。 

 平成28年度12月議会及び２月議会で御承認

いただきました明許繰り越しでございます。 

 一番下の合計の欄をごらんください。 

 農林水産部全体で、817件、744億7,500万

円余の繰り越しとなっております。 

 明許繰り越しの詳細につきましては、15ペ

ージから38ページにかけて記載しています。 

 個別の説明は省略させていただきますが、

明許繰り越しの繰越理由としては、設計の諸

条件欄は、地震被害により施工箇所の決定に

不測の日数を要したなど、計画に関するもの

284件、設計変更に不測の日数を要したな

ど、設計に関するものが269件で、計553件の

304億4,200万円余で全体の40.9％になりま

す。 

 真ん中の用地の関係欄は、用地の交渉に発

生する問題に不測の日数を要したものが、計

35件の13億1,900万円余で全体の1.8％になり

ます。 

 右のその他欄は、資材や労務者の不足に関

するものが142件、気象に関すること３件な

ど計229件で、427億1,300万円余の全体の 

57.3％となっております。 

 いずれも年度内の完了を目指し取り組んで

まいります。 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 平成28年度一般会計事故繰越し繰越計算書

総括表でございます。 

 一番下の合計の欄をごらんください。 

 農林水産部全体で、15件、９億1,900万円

余の繰り越しとなっております。 

 事故繰越の理由、完了時期等、詳しくは各

課から御説明いたします。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 説明資料の40ページをお願いします。 

 ４事業の５地区で繰り越しておりまして、

全て平成27年度の経済対策分でございます。 

 まず、１段目の県営かんがい排水事業でご

ざいますが、これは、八代市の第二郡築地区

における工事におきまして、熊本地震により

締め切り矢板が傾斜する被害が生じ、対策工

事等が必要になったため、年度内の完了が困

難になったものです。９月には完了する予定

です。 

 それから、２段目の県営畑地帯総合整備事

業でございますが、菊池市の花房中部２期地

区におきまして、地権者の死亡により用地交

渉に不測の日数を要し、工事の発注がおくれ
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たため、年度内の完了が困難になったもので

す。来年２月には完了する予定です。 

 ３段目の県営経営体育成基盤整備事業で

す。 

 熊本市の甲畠口地区ほか１地区における工

事の施工につきまして、熊本地震の影響によ

りまして、入札不調及び請負業者における人

員確保が困難となりまして、年度内の完了が

困難になったものです。当事業につきまして

は、今月完了予定になっております。 

 ４段目の農地防災事業です。 

 これは、熊本市及び玉名市の小白地区にお

きまして、熊本地震の影響により、旧排水機

場の樋管周辺で空洞化が生じまして、対策工

事が必要になったため、年度内の完了が困難

になったものです。来月には完了する予定で

す。 

 農地整備課全体としましては、最下段にな

りますけれども、合計２億7,000万円余を計

上しております。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○長谷川森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 説明資料の41ページをお願いいたします。 

 間伐等森林整備促進対策事業費につきまし

ては、菊池市の林業専用の７路線の開設につ

いて7,000万円を繰り越しております。 

 熊本地震や豪雤災害の影響により、建設業

者等の確保や資材の調達などに不測の日数を

要したことにより、年度内の完了が困難にな

ったものでございます。 

 ７路線のうち３路線は既に工事が完了し、

残りの４路線についても９月中には完了する

予定となっております。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○古家林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 42ページをお願いします。 

 県営林道事業費につきましては、美里町の

林道洞岳線開設工事で、熊本地震とその後の

豪雤によりのり面が崩壊し、工法の検討及び

崩土除去の対策工事に不測の日数を要したた

め、年度内の完了が困難となったものです。

８月末には完了する予定となっております。 

 林業振興課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○木下森林保全課長 説明資料の43ページを

お願いします。 

 森林保全課は、３つの事業を事故繰越をし

ております。 

 まず、１行目の治山事業です。 

 これは、八代市の２カ所の工事箇所と高森

町の１カ所の工事箇所、合計３カ所でござい

ますけれども、工事現場で拡大崩壊が発生

し、また、高森町の現場では資材搬入路も崩

壊をしております。そのため、年度内完了が

困難となったものでございます。八代市の２

カ所は９月までに、高森町の１カ所は６月ま

でに完了する予定となっております。 

 次に、２行目の治山激甚災害対策特別緊急

事業です。 

 これは、阿蘇市の工事箇所と高森町の工事

箇所の２カ所がございますけれども、資材搬

入路の崩壊により、年度内完了が困難となっ

たものです。２カ所とも11月中旪までには完

了する予定となっております。 

 次に、３行目、緊急治山事業でございま

す。 

 これは、八代市のＪＲ路線の上部の治山工

事で、ＪＲが行う線路防護工がおくれたこと

から、上部の治山工事におくれが生じまし

て、年度内完了が困難となったものです。６

月中旪までに工事は完了する予定となってお

ります。 

 森林保全課の合計額としましては、最下段

にありますとおり、３億7,100万円余となり

ます。 
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 森林保全課は以上でございます。 

 

○田尻漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 資料の44ページをお願いします。 

 計画に関する諸条件により、農林水産業費

２事業、合計6,600万円余の事故繰越をお願

いしております。 

 まず、１段目の水産物供給基盤機能保全事

業費は、宇土市管理の漁港の導流堤及び護岸

の補修工事で、熊本地震の影響により、宇土

市が行う入札事務が被災者対応等で遅延した

ため、事故繰越となったものでございます。 

 また、２段目の水産基盤整備事業費は、平

成27年度の経済対策事業で、県管理塩屋漁港

の防波堤の補修工事で、熊本地震の余震のた

め、工事の一部を中止したことと、工事発注

後の詳細調査で判明しましたくいの腐食等に

対する工法検討に不測の日数を要したことか

ら、事故繰越となったものでございます。 

 いずれも年内には全て完了する予定でござ

います。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○千田農林水産政策課長 45ページをお願い

いたします。 

 交通事故に関する専決処分の報告が２件ご

ざいます。 

 まず、１件目の内容について、46ページの

資料で説明いたします。 

 ６が事故の状況でございます。 

 昨年10月31日、県央広域本部農林部の職員

が、普及指導用務のため、熊本市北区植木町

を公用車で巡回中、右折のため進入した農道

交差点において、右側から直進してきた相手

方車両に衝突し損傷を与えたものでございま

す。 

 今回の事故は、右方向の確認が不十分だっ

たことによるものであり、職員の過失が大き

いことから、双方の過失割合は、県側90、相

手方10となっております。 

 続きまして、47ページをお願いいたしま

す。 

 ２件目の内容について、48ページの資料で

説明いたします。 

 ６が事故の状況でございます。 

 本年２月15日、農業研究センターの職員

が、県庁に出張し、单側駐車場にバックで駐

車する際、後方に駐車していた相手方車両に

接触し損傷を与えたものでございます。 

 今回の事故は、後方確認が不十分だったこ

とによるものであり、過失割合は県側が100

となっております。 

 ２件は、本年３月30日及び５月22日に和解

及び損害賠償額について専決処分を行ったも

のでございます。 

 交通事故につきましては、部及び各所属で

の研修の徹底など、発生の防止にしっかりと

取り組んでまいります。 

 農林水産政策課については以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 地産地消の推進に関する施策の報告をさせ

ていただきます。 

 資料、申しわけございません、飛んでいた

だきまして、69ページをお願いいたします。 

 まず、28年度の実績から御説明させていた

だきます。 

 地産地消につきましては、５つの観点で、

10部局、87の施策に取り組んでおります。 

 １つ目の観点は、県民の理解の深化と郷土

愛の育成でございます。 

 郷土料理の伝承や食育、木育の活動などを

進めるための24の施策を実施しております。 

 続きまして、73ページをお願いします。 

 ２点目でございますが、流通の促進と消費
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の拡大でございます。 

 物産館や直売所での販売促進活動や学校給

食支援など、27施策を実施しております。 

 続きまして、77ページをお願いいたしま

す。 

 ３点目でございます。 

 経済の循環と地域活性化でございます。 

 商工業や観光産業との連携による地域活性

化を図る取り組みとして、26の施策を実施し

ているところでございます。 

 続きまして、４点目でございますが、81ペ

ージをお願いいたします。 

 多面的機能の再確認でございます。 

 農業体験などを通じまして、都市と農村の

交流を促し、農林水産業が果たしている多面

的な機能への理解を深める７つの施策を実施

しているところでございます。 

 次の82ページには、５点目といたしまし

て、条例の周知、意識啓発を載せてございま

す。 

 農業フェアや田崎市場が行っております感

謝祭などの機会を捉えまして、条例のＰＲに

努めたところでございます。 

 申しわけございませんけれども、資料戻っ

ていただきまして、56ページをお願いいたし

ます。 

 29年度の計画を56ページから載せさせてい

ただいております。 

 本年度につきましても、５つの観点を柱

に、10部局、87の施策に取り組むこととして

おります。 

 昨年度から実施しております加工食品を中

心としました学校給食の取り組みを、今年度

は、県産野菜でアプローチするなど、さらな

る地産地消の拡大につながるよう、しっかり

努めてまいりたいと考えております。 

 地産地消の推進に関する説明は以上でござ

います。 

 

○山口裕委員長 以上で執行部の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑を受けた課は、課名を言って着座のまま

説明をしてください。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 14ページと関連して、事故繰

りのページは、何ページだったですかね──

39ページですね。 

 まず、繰越明許の中の案件でありますが、

昨年の事業というのは、やっぱり地震があっ

て相当繰り越しが出てるだろうというふうに

思っておりまして、それぞれ例年よりもどの

くらい多くなっているか、昨年との比較がど

うなっているのかということを知りたいとい

うのが１つであります。 

 それと、これ繰越明許から、来年はこれが

事故繰りに変わっていくわけでありますけれ

ども、見込みを言えというのは、基本的には

皆さん方は年度内に終わることが大前提で取

り組みをなさってらっしゃるわけですから、

これは失礼な言い方かもしれませんが、いず

れにしても物理的になかなか厳しい面は否め

ないというふうに私は思っておりまして、そ

ういった部分は今お答えしていただく必要は

ありませんけれども、それなりにやっぱりき

ちっと理論武装してほしいというところが第

２点目です。 

 それと、第３点目は、39ページの事故繰り

の部分ですが、これも多分昨年の事故繰りと

比べるとかなり多額に件数も含めてなってい

るのかなというふうに思っていますので、昨

年との比較を教えていただきたいということ

が１つです。 

 それと、去年は、農林水産のいろんな事業

も、４月の災害があって、地震があって以

降、多分３カ月以上、一般的な事業、災害関

連以外の事業もほとんどとまりましたよ、工

事関係は特に。普通に工事をやってて、４月

に地震があって、その地震以降、多分３カ月

とか４カ月ぐらいは、今まで受注していた普
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通の工事をやめて災害復旧に当たったという

のが一般的な、特に被害が大きかった地域は

全くそうだろうと思うし、それは３カ月で済

んだか、４カ月、５カ月かかったかもしれま

せん。そういった特殊な事例があったという

ことだと思っておりまして、それがあったこ

とが１つと、それともう一つは、やっぱり経

済対策でやられた予算というのは、どうして

も一番最初から繰越明許は覚悟の上だという

前提でやってらっしゃる事業のほうが多いわ

けでありますので、その事故繰りの理由につ

いて教えてください。一般論で結構です。 

 

○千田農林水産政策課長 まず、お尋ねの１

点目の明許繰り越しのほうから、例年との比

較についてお答えいたします。 

 平成28年度の分の繰り越しが、先ほど御説

明しました744億円余となっておりますが、

平成27年度から28年度の明許繰り越しが165

億円余となっておりまして、大幅な増となっ

ております。 

 また、参考までに、広域大水害が発生いた

しました平成24年度から25年度の明許繰り越

しにつきましては476億円となっております

ので、それと比べましても、28年度からの繰

り越しは非常に大きな繰越額ということが言

えると思います。 

 ２点目の事故繰越に関しての今後の取り組

みについての理論武装ということになります

が、お話ししましたように、非常に多くの明

許繰り越しが発生しております。また、28年

度から29年度の事故繰越も、後ほど御説明し

ますが、例年よりは多い繰り越し件数となっ

ておりますので、通常考えれば、事故繰越に

ついても、30年度にかけては多くなるものと

考えられております。 

 また、入札に関しても、最近、不調、不落

の発生傾向も増加傾向でありまして、こうい

った不調、不落の対策も含めて、現在、土木

部と国土交通省の九州地方整備局等も含めま

して、公共事業に係ります情報連絡会議を立

ち上げておりまして、入札発注情報の共有化

等を図っているところです。 

 また、指名競争入札ですとか災害関連工事

につきましての対応についても、専決金額等

の改正を行っておりまして、スムーズな入札

発注に取り組んでいるところです。 

 30年度の事故繰越対策に向けては、こうい

った取り組みを通じて、早期の完成に向けて

取り組んでいきたいと考えております。 

 次に、３点目の事故繰越に関しての例年と

の比較になります。 

 28年度から29年度の繰り越しが15件という

ことで申し上げましたが、平成27年度から28

年度にかけましての繰り越しにつきましては

１件となっておりました。また、先ほどと同

様に、平成24年度の広域大水害のときの事故

繰越、24年度から25年度にかけましての繰り

越しは５件となっておりまして、やはり28年

度から29年度にかけましての15件というのは

非常に大きな件数ということが言えると思い

ます。 

 事故繰越への対応につきましては、基本的

に明許繰り越しと同様の話になりますが、関

係機関との情報共有に努めるとともに、明許

繰り越しに加えて、さらに急ぐ必要もあるか

と思いますので、早期の事業執行に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

○前川收委員 繰越明許も、事故繰りも、昨

年の地震の影響で例年よりも大幅にふえてい

るということは、多分みんなわかっていると

いうんですかね、誰でもそれは、多分、具体

的な数字は別としても、そうなっているだろ

う、もしくはそうなるだろうというふうな予

測はしてたというふうに思っておりまして、

予測どおりだというふうに思っています。 

 以前、私は、決算委員会の中で、戦略的繰

り越しということを考えてほしいという発言
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をしたことがありますけれども、こういう大

災害が起こったときに何が弊害になるかとい

うと、予算の卖年度主義なんですね。会計上

の卖年度主義というのは、これはもう破れな

いし、これを変えろとはなかなか言えませ

ん。言えないけれども、予算の卖年度主義と

いうのは、現場に基づくことじゃなくて机上

の話でありますから、現にそこに起こった災

害に対してどう対応していくかということを

卖年度だけで頭に入れて考えていくというの

は、非常に困難だと思っていまして、私は、

ここはやっぱり戦略的に繰り越しというもの

を使う意識をやっぱり皆さん方が持ってもら

っていいと思っています。 

 繰り越しは全て悪というような、役所の文

化の中にはそういうものがあると思います

が、災害が起こって、卖年度主義でことしじ

ゅうにやりなさいなんていう話をしても、と

てもじゃないけれども、できないとわかって

いることをやろうとしても、それはできない

わけですから、それよりも、きちっと戦略的

に──その繰り越しになることは、もちろん

避けれるものは避けていただきたいんですけ

れども、繰り越ししてはだめだぞということ

を前提に、慌てて発注した、発注はしたけれ

ども、用地ができていませんでした、発注は

したけれども、設計変更ばっかりになってし

まいました、そんなやつのほうが、より何と

いうんですか、効率が悪くなってしまうわけ

ですから、これは仕方ないというものも含め

て、戦略的に震災対応としてお考えをいただ

きたいということが１つです。 

 それともう１つ、繰り越しとは尐し関連し

ますが、関係ないかもしれませんが、地震の

災害の現年災と過年災。 

 地震の場合は、過年災というのがほとんど

ないんでしょう。よく調べてもらいたいんで

すけれども。つまり、発生したのは、地震の

ときに災害が発生しました。ただ、山の中と

かなかなか気づかない。しかも地震災害とい

う概念が行政にも余りなかったですね。雤が

降ってばかっと崩れたやつは、土砂災害とか

いうそういう概念がありましたけれども、揺

れて崩れましたという、そういう概念が、そ

もそも災害の概念として、私も含めてですけ

れども、なかったと思ってますね。 

 それが、この間、現場をあちこち見て回っ

たときに、やっぱり大幅に崩れているところ

があって、地震で崩れたとおっしゃったけれ

ども、結果として、それは上がってきてない

んですね。市は知ってたということですけれ

ども、県に上げたんですかと言ったら、県に

は上がったか上がっていないかわからないみ

たいな感じになってて、それはもう１年たっ

てるから、新しい年度になってるから過年災

になっちゃうと。一般的な災害の概念で言え

ば、それは補助がないに等しいと。地震災害

から見ればですね。そういうことになってる

のかどうなのか、私、正確に知らないんです

けれども、その辺はどうなりますか。 

 例えば、町中とか人の暮らしが近くにある

ところであれば、割と見つけやすいんですけ

れども、山の中とか普通に人が余り行かなく

ても重要な危険なところがあって、行ってみ

たらびっくりしたと、こんな状況なのかとい

うところがまだこれからあっても不思議じゃ

ないと思ってまして、そういうときにはどう

されるのか。 

 ぜひ、卖年度主義とはわかりますけれど

も、それは地震でこうなったことが明らかで

あれば、地震災害として認めていただけるよ

うな概念をつくってもらえればありがたいな

と思ってます。 

 もう一つは、やっぱり地震みたいな災害の

ときは、卖年度主義というものをぶっ壊すた

めには、基金かなんかしかないのかもしれま

せんけれども、そういうことにもやっぱり県

から発信してもらえればありがたいなと思っ

ています。その点はいかがでしょうか。まず

は戦略的取り組みの話もね。 
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○福島農地整備課長 戦略的な進め方という

のは、ちょっとなかなかこういう公の場で言

いづらいものがあります。（前川收委員「気

持ちだけで」と呼ぶ）そこはもうそういう気

持ちを持って進めたいと思っております。 

 それから、過年災の話でございますけれど

も、過年災といいますか、俗に言う申請漏れ

という話だと思いますけれども、そちらのほ

う、今国のほうともいろいろ話を、こういう

事例がどうもありそうだということで、今国

とも話を進めているところでございますが、

なかなかちょっと国のほうは、もう、一回査

定が終わったものについてはちょっと難しい

というような今答えを聞いております。 

 ちょっともう尐し国のほうとは詰めてまい

りたいと思いますけれども、国がだめな場合

でも、そのほかにどういうことが考えられる

かというのを、これからまた考えていきたい

と思っております。 

 今のところはそういうところなんですけれ

ども、済みません。 

 

○木下森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 山崩れの対応についてでございますけれど

も、今委員御指摘があった現年災、過年災と

いう部分で言うと、これは治山施設災害復旧

事業、治山施設が壊れたものを現年で取り組

むものと過年で取り組むものという区分があ

りますけれども、それ以外に守るべき保全対

象、人家だとか道路だとかあって、その山が

崩れたというものは、大体緊急治山事業とい

う災害関連事業で拾っていくことになりま

す。 

 現場を詳しく聞いていないので、これから

先は推測になりますけれども、多分緊急治山

事業の採択要件を満たさなかったということ

で先送りをされてるものだろうと思いますけ

れども、こういった場合は、国補助事業での

基準を満たせば、採択要件を満たせば、激特

治山事業、もしくは復旧治山事業等で対処を

していくということになります。その後、も

うちょっと小さい市町村への補助事業だと

か、そういったものもありますので、そこの

ところは現場を詳しくお聞きして対応してま

いりたいというふうに思います。 

 

○前川收委員 よろしくお願いします。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○西岡勝成委員 ９ページの森林保全課にち

ょっとお尋ねしたいんですが、私も農林水産

部は久しぶりに帰ってきましたので、的が外

れた質問になるかもしれませんけれども、私

の地元の牛深地区では、うどん、そばのだし

原料の節類が大体60億から70億、日本一の生

産量を誇っているんですけれども、そこで雑

木林を魚の薫製に使います。多分材料として

１億円から２億円ぐらいの金をつぎ込んで、

その雑木林を使って里山づくりの一翼を担っ

ているんじゃないかと思うんですが、とる業

者の方がだんだん尐なくなって、値段がその

分高くなって、今大津から持ってきていただ

いているところもあります。 

 できれば、私としては、地元でそういう資

源が──天草の森林というのは、土地が痩せ

てますから、太りが鈍くて遅いので、薫製に

は非常に向いているんですね、カシノキあた

りも。そういう業者がだんだんやっぱり高齢

化とかで減ってきてまして、そういう人たち

にこの里山づくりでこういう助成金をつくっ

てもらうと、また加工業者としても安く材料

が入るんじゃないかと思います。 

 池田先生にもちょっと相談して、森林組合

でどがんかできぬですかと言ったら、森林組

合でやってしまうと、その業者の圧迫になる

ので、なかなか難しいと。そしてまた補助金

がないと、組合としても合わないというよう
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な話だったんですが、こういう事業を通じ

て、里山の維持と地産地消の面から対応がで

きないかと思うんですけれども、どのような

……。 

 

○木下森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 この森林・山村多面的機能発揮対策事業で

ございますけれども、基本的には、地域の団

体ですとかボランティアの団体が里山林を整

備する場合に補助を出していこうと、そうい

う活動を支援していこうという趣旨でござい

ます。 

 その中にはいろんなタイプがございまし

て、放置竹林を伐採する活動ですとか、散策

道をきれいにする活動ですとか、いろんなタ

イプがございますけれども、その中に、資源

利用タイプといいまして、例えば炭の生産を

するですとか、そういった資源を利用する活

動のタイプというのもございます。 

 ただし、基本的には、地域団体が組織する

だとか、ボランティア団体が活動をするとい

うことですので、そこのところの条件がクリ

アできれば、今先生がおっしゃったような活

動についても補助対象になり得るというふう

に思いますので、中身については、また後で

詳しくお聞かせいただければと思います。 

 

○西岡勝成委員 個人的にやられている分が

あるので、組織としてないので、その辺は、

今後また勉強させていただきながら。 

 それと関連ですけれども、要するに薫製し

て灰が出るんですね。これは私は非常に資源

と思っているんですが、昔は結構農村の人た

ちが畑の肥料がわりにもらいに来とった分が

あって、そこの中で流通してたんですけれど

も、だんだんやっぱりそういう人口が減っ

て、捨てるところも、廃棄物になるものです

から、その辺に置いてある部分があるんです

ね。 

 私は、今薬草づくりをちょっとあれしてる

んですけれども、農業に──その地域の資源

ですので、捨てればごみ、使えば資源みたい

な感じで、これはもう化学物質は何も使って

ありませんので、非常に立派な肥料になると

思うんですけれども、その辺の活用方法は、

何かどこかで相談できる場所はありますか。 

 

○堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 森林資源の廃棄物の灰の有効活用というこ

とでございますけれども、灰の成分等含め

て、重金属等が入っているかどうかも含めま

して、灰の分析等を行いながら、灰につきま

しては、有効利用という形で、例えば地元で

有効活用していただくような活動の支援のほ

うを、支援といいますか、働きかけのほう

を、麦わらの焼却も含めて行っているところ

でございますので、森林資源につきまして

は、まだ今のところ活動支援しておりません

けれども、もうちょっとその辺の森林資源の

灰の状況等につきましては勉強させていただ

きたいというふうに思っております。 

 

○西岡勝成委員 よろしくお願いします。 

 もう１つ、この関連予算でよございます

か。 

 16ページの水産加工処理施設の資材の入手

難で繰り越しになっています。この事業内容

をちょっと教えてもらっていいですか。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 16ページにございますのは、くまもとの６

次産業化強化事業でございますけれども、そ

の中の水産加工施設ということでございます

が、これは個人の会社名を言うとあれでしょ

うけれども、水産加工業者といいますか、エ

ビの養殖をされているところでございまし

て、そこがエビフライの施設だとかそういっ
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たものを計画されておりました。残念ながら

資材の入手困難ということで、この８月まで

には事業完了するというふうに聞いておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○西岡勝成委員 わかりました。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○前田憲秀委員 10ページの水産振興課の件

でお尋ねをいたします。 

 先ほど、国際イベント水産物供給体制づく

り事業ということで御説明がありました。こ

の供給体制を構築するための経費という内容

をもう尐し詳しく教えていただいてよろしい

でしょうか。 

 

○山田水産振興課長 中身につきましては、

大きくは２点ございます。 

 １点は、まず、３月に基準がまだ公表され

たばかりということで、特に関係養殖業者の

方々がまだいろんな情報をお詳しくないとい

うことで、オリンピック、パラリンピックの

基準等についてしっかりと普及啓発をしたい

ということが１つでございます。関係団体の

ほうに委託を予定しておりまして、そちらの

ほうでしっかりと皆さん方に伝えていくとい

うものでございます。 

 それともう一点でございますが、私ども適

正養殖認証制度というものを以前から取り組

んできております。 

 今回のＡＥＬというのは、その適正養殖認

証制度と非常に近い部分がございまして、こ

れまでも取り組んできている内容と重なる部

分がございますので、実際に県内の養殖業者

の方々のどういう点を改善すれば、もしくは

どういう問題があるかということをしっかり

とチェックをしていただいて、それを認証へ

つなげようという、その２つの柱でやってい

きたいというふうに考えております。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 今御説明ありました適正養殖認証制度、こ

のＡＥＬ、アクアカルチャーエコラベルと言

われましたかね、に近いということで、いろ

んな競争相手も全国にあられるんだと思うん

ですけれども、それは、熊本は今おっしゃっ

たその認証制度に近いものだから、より有利

に今後も働きかけられる、そういう思いでい

ていいんですかね。 

 

○山田水産振興課長 はい。一生懸命やって

活用していきたいと、ぜひオリンピック、パ

ラリンピックへの食材提供を目指していきた

いという思いでございます。 

 

○前田憲秀委員 ぜひ、オリンピック、パラ

リンピックということですけれども、その前

年には熊本でも国際的なイベントも控えてお

りますので、ぜひ、熊本の水産物、食材、全

国にアピール、また世界にアピールできるよ

うに、ぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○前川收委員 細かなことで済みませんが、

10ページ。 

 水産資源保護育成事業費で、何か未利用財

産の内水面研究所を有効活用するために、こ

れを売却するということですが、売却なさる

ための経費として、隣の施設との分離のため

の経費が500万円ということで今回上がって

います。500万円かけて幾らで売るの。時々

行政は500万円かけたら500万円以下でしたと

かいう話があるので、はい。 
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○山田水産振興課長 ただいま不動産鑑定を

行っているところでございまして、正確な金

額はちょっとまだ確定をいたしておりませ

ん。ただ、面積的には9,753平米ほどの行政

財産がございます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 売り先は決まっているんです

か。 

 

○山田水産振興課長 入札をやりたいという

ふうに思っております。 

 

○前川收委員 わかりました。大体幾らぐら

いを想定しとるという。全然わからぬばって

ん、あの辺で。 

 いいですか、委員長。 

 

○山口裕委員長 はい。 

 

○前川收委員 言いたいことは、幾らで売れ

るということが、普通は、一般の事業者であ

れば、まずあるんですよ。だったら500万円

かけて分離してもいいねと、そんな話になる

んだけど。 

 

○山田水産振興課長 先ほど申し上げました

ように、正確にはあれですけれども、１億円

以上はできればというふうに思っておりま

す。 

 

○前川收委員 はい、了解です。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○岩田智子委員 一番最後に報告があったい

ろんな施策ですね。地産地消です。 

 学校給食を、私もすごく前回からも質問を

させていただいておりますけれども、今回、

野菜の流通モデル実証事業というところに予

算が前年度なかったものをかけてらっしゃる

ということで、どういうことをされるのかな

と思っています。ちょっと詳しく教えていた

だければと思います。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 先ほど、このさわりだけ説明いたしました

けれども、学校給食につきましては、昨年

度、ミカンのジュースだとか、キビナゴのフ

ライだとか、そういったものを出したところ

でございまして、加工食品ならば取り組みや

すいだろうということでございましたけれど

も、何せ農業県の熊本でございますので、一

番学校給食で使っていただけるような野菜

で、県産品で、ある程度時期も量もあるよう

なものということで、今検討しているのは、

タマネギを中心に検討しておりまして、そう

いった利用度の高い品目から２～３品目、ち

ょっと今市場のほうとの調整をしながら、あ

と学校給食のほうと調査をしながら、一番可

能性の高いものを探っていこうということ

で、今検討しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩田智子委員 本当に、熊本県内全ての学

校で地産地消というようなこういう取り組み

がなされれば、とても理想的なんですが、今

益城の例とか、ことしは熊本市とかいろんな

地域の給食センターから給食が届くようにな

りましたけれども、熊本県内でも、いろん

な、給食の質じゃないけれども、全体的にこ

ういうものが取り組まれればなと思っており

ますので、どんどん広げていただきたいと思

っております。よろしくお願いします。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 
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○末松直洋委員 ２ページの震災復興！地域

食材等販路開拓支援事業の中で、被災地域に

古くからある食材等を加工ということであり

ますが、どんな食材、古くからある食材とい

うと、ちょっとぴんと来ないんですけれど

も、そこら辺の御説明をお願いします。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 先ほど説明の中でも申し上げましたけれど

も、今回は、特に熊本地震の災害がひどかっ

た上益城地域や阿蘇地域でこの事業を支援し

ようということで検討しておりますが、具体

的には、例えば单阿蘇のほうでいきますと、

今考えられているのは、单阿蘇バーガーとい

う一つの商品をつくっていこうと。そのため

には、そばがありますよねとか、あか牛がい

ますよねとか、トマトがありますよねといっ

たものを、地域の素材を生かしながらやって

いこうというものが１つあります。 

 あと、伝統的な食材というようなことに関

しましては、例えば山都町あたりでは、今物

産館は３つぐらいありますけれども、それぞ

れ山菜だとか煮物だとかそういったものがい

っぱいございますけれども、これを一つのブ

ランドなりシリーズ化するなりしまして、誘

客、人を誘うような食材として、また、お弁

当だとかそういったものを開発しながら、人

に来ていただく、または物産館の売り上げを

上げていって活性化していくというような取

り組みを行っていきたいというふうに思って

おります。 

 ほかにも、西原村ではお芋を中心に検討さ

れたり、御船町では、吉無田高原という観光

施設がございますので、そういったものを使

うとか、または恐竜がありますので、そうい

った特徴あるものをもう一回見出して、そこ

を磨き上げ、または新しい加工品をつくって

いって人を呼んでいこうというような取り組

みを支援したいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

 

○末松直洋委員 ありがとうございます。 

 復興のシンボルとして商品開発をされると

いうことですので、ぜひ、県内に限らず、県

内外に売り込みをぜひかけていただきたいと

思います。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。──なければ、これで付託議案に対する

質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号及び第14号について、

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 異議なしと認め、一括して

採決いたします。 

 議案第１号外１件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外１件は、原案のとおり可決

することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「はい」「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 それでは、そのように取り

計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が５件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 
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 それでは、順次報告をお願いします。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 別冊資料のその他報告資料でございます。 

 (1)の平成28年熊本地震復興基金事業(６月

補正)について御報告をいたします。 

 この復興基金につきましては、市町村課が

所管しておりますので、総務常任委員会に議

案が付託されております。 

 農林水産部では、これまで、市町村、農協

などへ２回ほど説明会を開催しております

が、さらに地域へ丁寧に説明するため、この

ような資料を作成いたしましたので、事前に

委員の皆様に御報告させていただきます。 

 表紙にあります１つ目の農地等被災農業者

生活支援事業につきましては農産園芸課か

ら、次の小規模農業用水路・農道の早期復旧

支援事業につきましては農地整備課から、順

次報告をいたします。 

 それでは、Ａ３横長のカラーの資料１ペー

ジをお願いいたします。 

 上のほうに記載しております帯状の図は、

被災水田の発生前後の対応を模式化したもの

でございます。この模式図の色に注目いただ

きまして、色分けごとに下のほうに支援策を

整理しております。 

 まず、緑色の作付ができる水田。 

 平成28年は、水路が破損して利用できない

ことが発生いたしましたけれども、畑作物の

作付が可能な水田がございました。このよう

なものにつきましては、経営所得安定対策の

営農計画書の提出期限を延長いたしまして、

大豆などへの作付転換を促進いたしました。

転換した作物に応じまして３万5,000円から 

10万5,000円が、およそ1,000ヘクタールほど

の対象の農地に交付されております。この支

援策は、平成29年、本年も継続されて実施を

されます。 

 次に、下のほうのピンク色の平成28年に作

付ができない水田でございます。 

 作付準備中に地震が発生したことから、上

の模式図に書いておりますように、既に実施

をいたしました耕起、種子消毒、育苗などの

営農経費相当を中断した作物に応じて交付し

たものでございます。 

 具体的には、作付準備中の水稲では、10ア

ール３万円を農業共済から、転作作物では、

３万5,000円から８万円まで経営所得安定対

策から、合わせて県内全域でおよそ200ヘク

タールほど交付をされております。 

 これらの支援につきましては、災害発生年

のみの特例措置でありますので、平成29年

は、代替対策として、右側のオレンジ色の作

付できない水田に記載の農地等被災農業者生

活支援事業を創設したものでございます。 

 復興基金の性格上、赤の文字で書いており

ますように、卖なる現金給付はできない仕組

みとなっております。このため、営農を継続

できる支援策として新たに構築したものでご

ざいます。 

 具体的には、１に書いております代替農地

がある場合は、掛かり増し経費として10アー

ル当たり２万2,000円を交付いたします。 

 代替農地が見つからないのではないかとい

う不安の声が地域にあることから、水色の波

線に記載したとおり、近隣の市町村農業委員

会などと連携して、情報収集、マッチング支

援を行ってまいります。 

 また、例えば水稲収穫後の未利用水田での

麦作からの借地等、きめ細やかな情報提供に

努めてまいります。 

 次に、２の代替農地が見つからない場合で

ございます。 

 近隣のＪＡや農業法人が２カ月程度雇用す

ることで、雇用労賃として農地等被災農業者

の生活を支援していくものでございます。協

力いただける雇用主に対して、雇用労賃の２

分の１を助成することで、新たな雇用を創出

してまいります。 
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 水色の波線に記載したとおり、雇用候補先

への働きかけと農家へ雇用情報を提供してま

いります。 

 このように、農地等被災農業者の不安の解

消と支援が必要な農業者が漏れなく制度が活

用できますよう、丁寧な情報提供に努めてま

いりたいと考えております。 

 農産園芸課の説明は以上で終わります。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 次のページをお開きください。 

 熊本地震復興基金事業といたしまして、小

規模農業用水路・農道の早期復旧支援事業と

いうものを提案しております。 

 国補助の農地等災害復旧事業の採択基準

は、事業費が40万円以上ということになって

おりますが、この要件を満たさない小規模な

農地や農業用施設の復旧につきましては、既

存事業としまして、まずは、左下に記載して

おります多面的機能支払交付金というものが

ございます。 

 この事業は、通常は用水路等の農業用施設

の維持補修などに使われておりますが、発災

当時は、田植え直前だったということもあり

まして、被災した用水路の応急的な復旧に用

いられ、大きな効果を発揮いたしました。 

 次に、真ん中下の農家の自力復旧支援事業

です。 

 災害査定が進む中におきまして、国補助の

農地等災害復旧事業にのらない小規模な農地

の被災が多いことが判明いたしましたので、

市町村等から対策はないかとの要望を受けま

して、昨年12月に基金事業として事業化いた

したものでございます。 

 それから、右下は、今回提案しております

小規模農業用水路・農道の早期復旧支援事業

でございます。 

 今お話ししました農地と同様に、小規模施

設の復旧についても多くの要望がありました

ので、今回事業化を考えたところでございま

す。 

 支援内容は、被災した小規模な農業用水

路、農道の自力復旧に要する経費です。ただ

し、復興基金の性格上、国庫補助の対象とな

らないものについて支援することとしており

ます。そういう意味で、多面的機能支払交付

金の実施区域を除いております。対象事業費

は、40万円以下で、補助率は３分の２として

おります。 

 今後も、一日も早い営農再開ができますよ

う、生産基盤への必要な支援を行っていきた

いと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。 

 農地整備課は以上です。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会報告資料の(2)になり

ます。 

 熊本地震による農林水産業の被害及び復

旧・復興の状況について説明させていただき

ます。 

 資料の３ページ以降、４月の常任委員会以

降の事業の進捗状況について、朱書きにして

おりますので、御確認をお願いいたします。 

 説明は12ページをお願いいたします。 

 熊本地震からの復旧・復興プランにおい

て、重点的に進捗管理を行う創造的復興に向

けた重点10項目の中で、農林水産部において

は、農地及び営農施設の復旧等による被災農

家の営農100％完了に取り組んでおります。 

 平成28年度末の再開率は92.3％となってお

り、平成29年度末には98.4％を目標に取り組

んでいるところです。 

 復興基金の活用や災害復旧工事の実施とあ

わせ、農地の大区画化を通じました創造的復

興等も推進しつつ、営農再開100％に向け取

り組んでまいります。 

 農林水産政策課は以上です。 
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○山口裕委員長 続けて、千田課長。 

 

○千田農林水産政策課長 続きまして、農林

水産常任委員会報告資料(3)平成28年熊本県

農業産出額(県推計)について説明させていた

だきます。 

 １ページをお願いいたします。 

 平成28年の農業産出額は、熊本地震によ

り、農地、農業用施設、農作物等に甚大な被

害を受けましたが、農家の自助努力や国、県

の各種支援策により、生産量の落ち込みは最

小限にとどまり、価格の上昇もあって、前年

比で132億円、3.9％ふえ、７年連続の増加と

なる3,480億円と試算しております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 部門別の主な増減になります。 

 米は、震災で作付は減尐しましたが、価格

が上昇したため、野菜は、トマト等の価格上

昇、果実は、ミカン等の生産量の大幅増によ

り、おのおの産出額が増加しております。一

方で、畜産は、豚、鶏卵の価格低下により、

産出額が減尐となっております。 

 ３ページは、部門別構成と品目別順位で

す。 

 品目別で１位のトマトは、過去最高の518

億円となっております。 

 なお、確定値は、例年12月に農林水産省か

ら公表となります。 

 農林水産政策課からの説明は以上です。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 資料は、農林水産常任委員会報告資料の

(4)第10次熊本県卸売市場整備計画の策定に

ついてでございます。 

 恐れ入ります。１枚めくっていただいて、

Ａ３の概要で説明させていただきます。 

 まず、中央上段に整備計画の趣旨を示して

おりますけれども、卸売市場法に基づき策定

されます国の基本方針に即して策定するもの

でございます。県の卸売市場の整備の方向や

運営の方向を示しまして、県民の食生活の安

定に資することとしているところでございま

す。 

 資料の左側に卸売市場を取り巻く概況を整

理しております。 

 表１に人口の減尐のほうを示しております

が、これは御案内のとおりかというふうに思

います。 

 表２の１にございますが、青果物、水産

物、花卉で市場を経由する割合が下がってい

るところでございますけれども、その下の表

の２の２を見ていただきますと、こちらにつ

きましては、国産の青果物の割合を示してい

るところでございますが、これにつきまして

は依然として高い市場経由率になっているこ

とはわかるかと思います。 

 下段のほうに県内卸売市場の品目別取り扱

いを示しております。 

 総じて減尐傾向にありますけれども、合計

しますと930億円を上回る取り扱いとなって

おりまして、県民の台所として重要な役割を

担っているところでございます。 

 資料の右側のほうに、今回の第10次整備計

画のポイントを示しております。下線部分

は、新たに追加した部分になります。 

 まず、①でございますが、昨年の熊本地震

を受けまして、災害時の緊急対応体制の確立

を上げてございます。 

 ②のほうには、生産者と消費者を結ぶ卸売

市場づくり、③では、田崎市場を地域拠点市

場と位置づけまして、県内の卸売市場と結

び、安定した取引を進めることとしていると

ころでございます。 

 ④では、６次産業化や輸出の取り組みの強

化を、⑤につきましては、市場関係者が連携

しまして、安定的な集荷や販売力の強化を図

ることとしているところでございます。 

 今後、この第10次整備計画をしっかり推進
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するため、国の支援制度の積極的活用や市場

感謝祭などを通しました生産者や消費者など

の県民の皆様の理解醸成に努めまして、魅力

ある市場づくりに努めてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 説明は以上になります。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 (5)の平成30年産以降の米政策への対応に

ついて御報告をいたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 これまでの米の生産調整の変遷につきまし

て、それぞれの年代ごとに、主な特徴、目標

の配分、推進体制について説明いたします。 

 １段目でございます。 

 昭和40年代から米余りが生じ始めましたの

で、45年から、未達成ペナルティーなど、強

制力を伴う減反政策が始まりました。 

 目標の配分につきましては、国から県、市

町村を通じて農家まで、水田面積に応じて一

律に配分され、行政が主体となった推進体制

としてスタートしたものでございます。 

 ２段目をお願いします。 

 平成14年に国が策定いたしました米政策改

革大綱に基づき、平成16年度から、面積管理

から米の需要量を考慮した生産数量管理に変

更をされました。目標の配分ルートは変更あ

りませんけれども、目標設定と制度推進に関

して、行政と農業団体などが協力して取り組

む体制に見直され、現在の農業再生協議会の

母体が発足した時期でもございます。 

 ３段目をお願いします。 

 平成25年12月に、農林水産業・地域の活力

創造プランが策定され、平成30年産から、行

政による生産数量目標配分の廃止が国のほう

で決定されたものでございます。 

 これに合わせまして、国では、助成制度を

充実して、いわゆる転作から農家みずからが

経営判断として作付が選択できる本作化を進

めてまいることとなったものでございます。 

 熊本県では、生産数量目標の設定に当たり

まして、これまでの一律配分から、米の需要

量、それから地域の特性、こういったものを

考慮した市町村ごとの目標設定に尐しずつ取

り組んできたところでございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 30年産以降の需給調整の方向につきまして

は、主な特徴といたしまして、地域みずから

が需給調整できる仕組みに移行するため、車

の両輪であった目標の配分と助成制度、この

うち国からの目標の配分が廃止されることと

なりました。しかし、もう一方の柱でありま

す助成制度は、引き続き堅持されることとな

っております。 

 目標の配分につきましては、国からの配分

は廃止されますが、これにかわるきめ細やか

な県別の需要情報が提供され、これを踏まえ

まして、本県では、行政と農業団体等で構成

する農業再生協議会において、これまで同

様、県内45地域ごとに作付の目安を提示して

まいります。また、全国規模で実施しなけれ

ば需給調整にはなりませんので、主産県が連

携して本県と同様の作付の目安を配分するこ

とで、全国スキームの需給調整機能が維持さ

れます。 

 なお、これらの内容は、昨年度から、県内

各地域を幾度となく巡回しながら、地域の協

議会と意見交換、検討を重ねてつくり上げて

きたものであります。 

 また、全国におきましても、米の流通量の

９割ほどをカバーいたしておりますＪＡ系の

全農、商系の全集連、こういったものが主体

となりまして、主産県での全国需給調整機能

が維持される仕組みを構築してきたものでご

ざいます。 

 ページめくりいただきまして、３ページを

お願いいたします。 

 経営所得安定対策などの交付金体系につき

ましてでございます。 
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 米の直接支払交付金を除きまして、30年産

以降も引き続き堅持されます。 

 例えば、交付例に記載しておりますよう

に、10アール当たり、麦で８万5,000円、大

豆で７万円、飼料用米で10万5,000円の交付

水準が維持されます。これに地域ごとに運用

しております産地交付金を加算するというよ

うな助成体系が堅持されることになります。 

 なお、主食用米に10アール当たり7,500円

交付されております米の直接支払交付金が廃

止されることに伴います地域への影響につい

てでございますけれども、昨年度、県内各地

域を巡回し、意見交換を重ねて情報の収集に

努めてまいりました。地域のほうからは、小

規模農家は収入が減尐することから、主食用

米の作付を縮小するのではないかと心配の声

が聞かれております。一方で、担い手農家へ

の農地集積が進む好機と前向きに捉える声も

寄せられていると伺っております。 

 また、収入減尐額が大きくなります大規模

農家につきましては、平成25年の国の米政策

の見直し決定直後には、幾分不安の声が聞か

れましたけれども、これまで熊本県が進めて

まいりました集落営農組織や広域農場の育

成、さらには、省力・低コスト栽培技術の導

入などによりまして、既に交付金廃止に伴う

減収額を上回る規模での生産コスト３割削減

が実現しておりますので、現在では余り不安

の声は聞こえていないというふうに地域のほ

うから話を伺っております。 

 県といたしましても、担い手農家が安心し

て営農が継続できますよう、引き続き、全国

段階での米の需給調整と交付金体系の維持、

財源の確保について、国に要望してまいりた

いと考えております。 

 農産園芸課の説明は以上で終わります。 

 

○山口裕委員長 以上で報告が終了しました

ので、質疑を受けたいと思います。質疑はあ

りませんか。 

 

○前川收委員 一番最初の28年の地震の基金

活用の中で、農地整備課ですけれども、２ペ

ージですね。 

 今回、基金で、小規模農業用の自力復旧支

援とか、あとは、用水路、農道の早期復旧と

いうことで、国庫補助対象以外の農地に対す

る上限40万円、補助率２分の１と３分の２と

いうことで、こういった制度をつくっていた

だいたこと、大変ありがたく思っておりま

す。 

 ただ、私の地元で言うと恐縮ですけれど

も、菊池市では、国庫対象にならないところ

には、既に、たしか上限30万円だったですか

ね、の補助をほぼ一律的に集落卖位に配って

使ってもらったということで、市民からはと

ても評判がよくて、それがあったので助かっ

たというお話を伺っております。これはまあ

菊池市の判断でやったことですけれども、待

っていればこの基金が使えたと。もうやって

ますと、こういった部分については、何か後

でやってもらえるのかどうかが１つ。 

 それともう１つ、今最後に御説明をいただ

きました経営所得安定対策、来年、平成30年

以降の米対策の最後のページなんですけれど

も、確かに担い手の農家の皆さん方が規模拡

大をしていく機会としては、この政策という

のは有効かなとは思います。 

 ただ、ちょっと気になるのは、中山間地帯

あたりで、細々という言い方は失礼ですけれ

ども、環境保全型農業とか、非常に厳しい環

境の中で、食料用の米を中心にやってらっし

ゃる方たちが、7,500円の直接支払交付金が

なくなることによって、どういう影響を受け

るのかなというのが心配です。もちろん、農

業ですから、産業として大規模化しながら経

営効率を上げていかなきゃいけないという大

きな目標があることはよく理解しておりま

す。 

 一方で、農地の多面的機能という言葉すら
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行政用語としてあるわけでありますが、中山

間地帯、山間地域における水田涵養、水田が

持つ機能というのはとても大事で、これは多

分効率性とか生産性だけで語れない範疇にな

っているんですね。今でも頑張って機械が入

らない棚田に田を植えている皆さんがいらっ

しゃる。ここはここでワンパッケージでお願

いしたいという話はしておりますから、それ

はそれでやってもらいたいんですけれども、

生産の部分が、果たしてどういう影響が出る

のかなというふうにちょっと心配をしており

まして、その辺はどうなるか教えてくださ

い。２つです。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課です。 

 先ほど委員おっしゃいました、菊池市の支

援に対してどうにかならないかという話です

けれども、この基金事業に関しましては、さ

かのぼって適用することができるということ

にしております。ただ、ちょっと問題は、菊

池市からまずもらってらっしゃるものですか

ら、それが二重取りにならないようなことを

ちょっと考えていただければ、これはさかの

ぼって適用できるとは思っております。そこ

ら辺は、ちょっといろいろ市とも話していき

たいと思いますけれども。 

 以上です。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 中山間地域の問題、非常に重要な問題でご

ざいます。私どもも、この30年産以降に向け

ましては、これまでいろんな対策をとってき

たところでございます。 

 例えば、まず影響のほうでございますけれ

ども、10アール当たり１万5,000円から7,500

円に半減した際につきましては、委員御指摘

のように、小規模農家を多分中心にだと思い

ますけれども、米の作付が実際減っておりま

す。県内で1,000ヘクタールを超えるぐらい

米の作付が減尐いたしまして、ただ、その分

見合いぐらいで、ちょうど同量ぐらいですけ

れども、ＷＣＳ、それから飼料用米、こうい

ったお米、水稲作による転作に移行したよう

なケースがございます。 

 それから、今後どのように進んでいくかで

ございますけれども、私ども、中山間地問題

につきましては、数年来から内部でもいろい

ろ検討し、地域と意見交換をさせていただく

中で、まだまだ農業機械作業のオペレーター

となり得るような方が近隣にいらっしゃるよ

うな地域では、その人たちを核にして共同作

業、そういったものができないかという視点

で、本年度、土地利用型農業競争力強化支援

事業の中に中山間タイプの事業を新たに新設

をいたしまして、中山間向けの機械の共同利

用を進めることで、コストを１割から２割ほ

ど下げていただいて営農が継続できないの

か、そういったアプローチを営農サイドから

はさせていただいております。 

 それから、委員御指摘のように、直接支

払、環境保全農業などの交付金もございます

ので、これらとあわせて実施することで、そ

れぞれの地域に応じた今後のありようを模索

していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 まず、農地整備課のほうなん

ですけれども、もう払っているからという

話、当然、その自治体が、個人もしくは農地

被害に遭った皆さん方にもう払っているわけ

ですね。今度そこには、これは多分基金事業

だから、行政に市町村に入るんじゃなくて、

被災者のほうに直接に行くわけですね。そこ

はちょっと、それは私も技術的な話でわから

ないんだけど、いずれにしても、菊池市には

きちっとこういう制度をつくりましたよとい

うことと、頑張って先にやったから損したと

いうことに、今のままだったらなってしまう

わけですね。何もしないで待ってたら県が基
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金でやってくれたと、だからそっちのほうが

市町村は負担がなかったと。頑張って早くや

らなきゃいけないからということで早くやっ

たら、この分は結局とれなかったという話に

はならないように、ぜひ工夫をしてくださ

い。それはお願いでございます。答えは要り

ません。 

 それともう１つ、所得安定対策のやつです

けれども、これは、全体的な部分でノーとは

これは当然言えないわけでありますから、し

っかり取り組んでもらいたいと思いますが、

ぜひ、今ちょっと二極化してて、担い手がが

んがんやっていく、規模拡大でやっていく農

業と中山間地帯で細々頑張る農業と二極化み

たいな感じがするんですね。若手も、平地の

ほうは結構機械も大きな機械を入れて、自分

の耕作面積をふやすために借りたり買ったり

しながら、どんどんどんどん広げようという

意向を持って、そういう政策がありますから

行ってます。ただ、何か中山間地域は置いて

きぼりになってるような空気もありますの

で、ここはきめ細やかな政策をぜひやってく

ださい。 

 特に、この中では、多分直接支払交付金が

なくなっちゃうと、もうやめたという農家が

出てくるんじゃないかなと思いますので、そ

れは多分多面的機能の面から言えば、中山間

地域、山間地域で水田が張られなくなるとい

うことはとても大きな問題だと思います。 

 多分、ＷＣＳとかといったって、山の広い

ところは、あっちのほうがより共同でやらな

いと、１戸の農家じゃ無理ですから、ＷＣＳ

あたりは。ですから、よりそっちのほうが、

もう水田しかないと、いわゆる食の米だけし

かつくれぬというところが中山間は多いんで

すね、逆に。そこも課長はよく御存じだと思

いますので、しっかりそういった取り組みに

ついて考えていただければと思っています。 

 これは熊本の独自の対策でもいいじゃない

ですか。全国一律である必要は私はないとい

うふうに思っていますので、よろしくお願い

します。何かお考えがあれば言ってください

──ない。 

 

○山口裕委員長 米づくりは88の手間をかけ

てしっかりやってきた農業というのがあると

思うんですけれども、今大規模化とか集約が

進む中で、そういった日本人がしっかりと水

稲に取り組んできた姿勢というのが、何かち

ょっと私も失われつつあるのかなということ

も感じながら、そういったことを感じとると

ころですが、今のところは答弁はないという

ことでございますので……（前川收委員「手

が挙がったよ」と呼ぶ）挙がったですか。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 委員おっしゃるように、やはり、何といい

ますか、日本人の魂と申しますか、そういっ

たものを揺さぶられるような重要な課題でご

ざいますので、まだまだ先ほど紹介した新規

事業、地域に浸透していないという励ましの

お言葉と理解させていただいて、こういった

事業、それからほかの課の事業もあわせて中

山間問題は力を入れて取り組んでまいりたい

と思いますので、引き続き御教示よろしくお

願いいたします。 

 

○前川收委員 お願いします。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○末松直洋委員 資料(1)の１ページの農地

等被災農業者生活支援事業についてでありま

すが、代替地を借りる人に対して２万2,000

円を交付するということでありますが、被害

が大きかった阿蘇とか上益城が多分多いかと

思うんですけれども、その上益城、阿蘇地域

の人たちがどれぐらいの農地をつくりたいと
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か、そういうある程度の面積、また、受け入

れる側の貸してもいいよというような、例え

ば平地のところの人たちがどれぐらいの面積

を準備できるのか。農業委員会あたり、近隣

の市町村あたりが調べておられると思います

けれども、大体のところでいいけれども、そ

こら辺わかりますか。 

 

○大島農産園芸課長 作付ができない水田に

つきましては、昨年度、28年にはおよそ200

ヘクタールほどございました。応急復旧で昨

年は植えましたけれども、ことしは本格工事

で植えられないところ、逆に、昨年は復旧工

事のため植えられなくて、ことしは植えられ

るところ、双方ございまして、おおよそ相殺

されると昨年並みの200ヘクタール程度かな

というふうに、作付できない水田については

見通しを立ててございます。 

 そのうち代替農地につきましては、正直具

体的な数字はございませんけれども、ただ、

阿蘇地域では、今現在、先ほどちょっと御紹

介しました、秋から冬にかけて栽培をします

麦作につきましては、余り栽培がされており

ませんので、未利用水田としては尐し地域内

にあるのではないかというふうに思っており

ますので、このあたりで貸す側の農地の掘り

起こしを丁寧にやっていければというふうに

考えているところでございます。 

 

○末松直洋委員 ある程度貸すところはある

ということですけれども、麦作を裏でつくっ

たらということでありますけれども、阿蘇の

県議とか農家の人たちに聞けば、なかなか排

水が余り阿蘇地域はよくないということで、

やはり麦は排水を非常に好む作物ですので、

そこら辺はやっぱり慎重に場所の選定あたり

も進めていっていただけたらと思います。 

 もう１つ、代替地が見つからない場合に、

ＪＡ、農業法人が被災農業者を選果場で雇用

する場合ということでありますが、これは選

果場とかに限るのですか。それともう１つ、

個人で大規模に農業をやっている方が雇用し

たいという場合は、対象にならないのでしょ

うか。 

 

○大島農産園芸課長 雇用先につきまして

は、選果場に限っているわけではございませ

ん。農業関係、営農関係につきまして、それ

に従事する雇用について対象として考えてい

るところでございます。 

 もう１つ、雇用主につきましての個人でご

ざいますけれども、どうしても労災上の問題

等もございますので、法人格を有する、そう

いう何といいますか、労災といいますか、事

故ですね。農作業中の事故に対応できるよう

な体制がとれてるところを念頭に考えており

ますので、法人格を持っている農業法人です

とか農協、こういったもので雇用先を今開拓

しているところでございます。 

 

○末松直洋委員 今のところ、その個人経営

の方は対象にならないということですね。 

 もう１つ、済みません、いいですか。 

 資料(5)の平成30年産以降の米政策の対応

についてでありますが、来年度から生産目標

が撤廃されるということでありますが、この

撤廃によってやっぱり大きく変わる可能性が

あると思うんですよ。大きく主要作物がふえ

るか、例えば飼料米とかホールクロップが極

端にふえるとか、大きく変わっていく可能性

があると思いますが、先ほどもお話がありま

したように、主要作物が減尐するのではない

かということでありますが、県の考えは大体

どちらのほうに動くと感じておられますか。 

 

○大島農産園芸課長 先ほど、45の地域、昨

年度来、何度も足を運ばせていただいて、意

見交換をする中で、既に何といいますか、地

域みずからが選択をする形で、主食用のお米

を減産して違う作物をつくられている地域、
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それから、我慢してと言うと失礼ですけれど

も、いわゆる目標を守るために作付を計画さ

れている地域、およそ半々ほどございまし

て、30年産以降、お米の作付につきまして

は、ここ数年ずっと国から来てます目標面積

を大きく下回る作付実績になっております。 

 ですから、30年産以降、尐し主食用米の作

付はふえるかもしれませんが、国が示してお

ります需要情報、今後出てきます、熊本県で

これだけの面積数量分作付しても十分売れる

という数量を上回ることはないというふうな

見込みで、制度運用、それから助成制度の活

用、そういったものを進めていければという

ふうに考えております。 

 

○末松直洋委員 私も、主食米が大幅にふえ

るということは、もうまずないだろうと思っ

ております。現在でも、ホールクロップは、

反当たり８万円いただくようになっているん

ですけれども、やはりよく計算すれば主食米

よりホールクロップで反８万円もらったほう

が利益が出るよという人はかなり多いので、

先ほど前川先生のほうからもあったように、

中山間地あたりも、やはり牛とかがおるとこ

ろはホールクロップあたりを植えつけできる

んですけれども、なかなか、畜産農家との契

約なので、思うようにはできないというとこ

ろであります。 

 一番私が心配しているのは、反当たり８万

円もらって、ホールクロップとか飼料米をつ

くる。やはり私も米つくっとるからよくわか

るんですけれども、ホールクロップ、飼料米

は主食米ほどは手をかけないんです。やはり

一番心配しているのは、生産意欲が低下する

ことが一番私は心配しているんですね。主食

米だったら、一粒でも30キロでも１俵でも多

くつくろうという人たちが多いんですけれど

も、ホールクロップ、飼料米になったら、や

っぱり一回ぐらい消毒せんでいいだろうとい

う人たちがかなりふえているので、そこら辺

の生産意欲の低下を招かないような、今後、

ぜひ政策も必要じゃないかと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 

○大島農産園芸課長 おっしゃるとおり、ど

うしても栽培に関して認識がそれぞれ農家で

違うということがないようにするのは重要だ

と思っております。国のほうも生産のガイド

ラインというのを示しておりますし、本県で

は、各農協、地域卖位ぐらいで、栽培暦とい

うのをＷＣＳも飼料用米もつくらせていただ

いて、皆さんでそれを守ることで、おっしゃ

るような生産意欲の低下、もしくは近隣のほ

かの主食用米の栽培に影響が出ないようなき

ちっとした栽培管理をするように指導徹底を

しているところでございますので、引き続き

その方向で頑張っていきたいと思っておりま

す。 

 

○末松直洋委員 よろしくお願いいたしま

す。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○村上寅美委員 どうも済みません。漁連総

会からちょっとあれしれましたけど。 

 この前、僕は、担い手づくりということ

で、協業化しかなかろうという話をしたんだ

けど、結局、有明海というよりも、例えば河

内漁協で、いい、いいと言いながら、塩屋一

番という日本一がとれたところも減ってきて

いるんです。人がいないから減ってきていま

す。だから、これはもう協業化しかないなと

いうような気持ちで、これは昔からの持論で

すけど、協業化の進捗状況というのはどうい

うことかな、現在。 

 

○山田水産振興課長 協業化につきまして

は、今おっしゃったとおりで、まさにノリを

今後進めていくにはもう協業化しかないとい
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うことで、私どもの重要な施策の柱として考

えております。 

 平成26年から、具体的にシミュレーション

を行って、生産者の方々と協議をするという

ことで努めております。 

 県内には、非常に大規模なノリの養殖漁

家、沖新とか松尾、畠口あたりの大規模のと

ころから、わりかし小規模なノリの養殖経営

体のあるところがございます。その土地土

地、地区地区でどういう形がいいのかという

ようなことで、実際に参加を希望される方々

のシミュレーションをやって検討を進めると

いうような取り組みを行っているところでご

ざいます。 

 

○村上寅美委員 だから、そのシミュレーシ

ョンの内容を聞きたいわけたいね。例えば佐

賀だったら、もう70％ぐらい協業化してるで

しょう。だから、その辺の先進地あたりも参

考にしながら、熊本は熊本なりのことを 

──考えていることはよくわかるんですよ。

具体性、どういう考え方でやっていくのか。 

 私が言いたいのは、要するに担い手をつく

ってでも、あるいは息子をもうやめさせてで

も跡を継がせようかというような魅力がない

と、しないと思うんですよね。そういう内容

を、具体性の中で担い手づくりをやってます

というけど、どういう担い手づくりをやって

いるかという内容が問題だと思うんだよね。

基盤整備しかないと思うから。 

 だから、その辺の進捗状況はどうなんです

かということを聞いてるけど。ただ説明をそ

れぞれしとりますということで、それはもう

県の立場としてそうだけど、やっぱり原案を

持って、佐賀はこういうことだと、熊本はど

うするんだと、こういう方法がいいんじゃな

いかと、そういうふうな原案を幾つかつくっ

て提示すると。聞き取りなんかしとっても、

わがままだから漁師は、御存じのように。だ

から、どれを選びますか、しませんかという

ふうな形で突っ込まないとね。もう減るばか

りだから。その辺を要望しとく。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 なければ、これで報告に対

する質疑を終了いたします。 

 最後に、その他で委員の皆さんから何かあ

りませんか。 

 

○西岡勝成委員 さっきの報告にちょっと関

連するんですけれども、農業産出額が3,480

億円と。地震があったにもかかわらず、これ

だけ――蒲島県政がスタートしたときには、 

3,000億円を切るんじゃないかと危惧された

中で、これだけ確実に生産量を伸ばしてきて

いるというのは、私はすばらしい成果だと思

います。過去、一番多かったときがどのくら

いだったのかちょっとわかりませんが、その

辺も教えてもらいたいんですが。 

 水産業からすると、700億円近くあったや

つが今350億円ということで、非常に半減し

ていると。これは大問題ですよね。その原因

をいろいろ私なりに考えると、まずはアサリ

がとれなくなってきている。それと真珠がほ

とんど10分の１ぐらいになってきている。そ

れとまき網を中心とする海面漁業が激減をし

ている。この３つが大きな原因だと思うけ

ど、農業の場合は、先ほどイグサの対策とし

て、トマトをふやしたり、飼料米をふやした

り、いろいろな手法で難局を乗り越えてきて

いると思うんですけれども、漁業の場合は、

その対策ができてない。半分ですよ、半分。

一時は1,000億円の売り上げを計画したとき

もあったんです。これが実に350億円。これ

はやっぱり政策がかみ合ってないのじゃなか

ろうかと思っております。 

 １つ、後でクマモト・オイスターの件にも

触れますけれども、やはりとる漁業からつく

る漁業の戦略は、私はそれはそれでいいと思
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うんですけれども、なかなか成果が出てきて

ない。真珠もそうです。山口委員長のところ

で農林水産大臣賞をもらった業者がいらっし

ゃいますけれども、生産量はもう10分の１で

す。これは何とかすればまだ昔の600億円、 

700億になっていく可能性があると思う。ま

き網船も一緒です。まき網船は、もう１船団

しかおりません。一時は60船団おった。それ

がもう１船団。これもどうにかこうにかやっ

ているような状況。 

 それは、もう時代の変化の中で漁業従事者

が尐なくなってきている、効率が悪いという

こともありますが、他県と比べても非常に落

ち方がひどい。私はこれはやっぱり熊本県の

戦略ができてないゆえんだと思います。 

 それにかわって、棒受け網漁というのを、

55年ぐらいだったと思いますけれども、特別

に30隻出してもらいました。これは、まき網

船団は、５船団で、30人、40人ぐらいの従業

員で動きますけれども、棒受け網は５人でで

きます。１そうの船で行けるんですね。その

ようなことで、許可をもらったけれども、一

年中操業するんじゃなくて、半年しか操業許

可がありません。半年操業するということ

は、あと半年はほかの漁業でやらなくちゃい

かぬから、従業員も続かないわけですね。 

 その辺は、鹿児島県は一年中やっているの

に、何で熊本県は半年しかやらないのか。漁

場を変えたり、網目を変えたり、いろいろな

戦略をしていけば、私は、まだまだとる漁業

の漁獲高というのはふえてくるし、牛深は、

先ほども言いましたように、日本一の加工の

背後地があります。これを補うためには、や

はりとる漁業がしっかりしとかぬと、つくる

漁業までだめになって、加工する漁業までだ

めになっていくわけですから、その辺の戦略

をもう一回、この、きょう朝から、初めて、

熊本県の水産業振興基本構想をいただきまし

たけれども、もうちょっと基本的に練り直さ

ないと、漁業のほうは廃れていくばかりで

す。 

 ぜひ、その辺は、何か部長でもそれぞれ担

当でもいいですけれども、お話を、その辺に

対する考え方を教えていただければ。 

 

○木村水産局長 委員おっしゃるように、熊

本県の海面のとる漁業は、カタクチイワシ等

のイワシ類の生産とアサリに支えられており

ました。確かに、まき網船団がいなくなった

ことで、このイワシ類の水揚げが大きく減っ

たこと、それと環境によりますが、アサリ類

の生産が大きく減ったこと、これがとる漁業

の減尐の大きな要因というふうに考えており

ます。 

 船団につきましては、また復活するのは非

常に困難でございますが、アサリにつきまし

ては、漁場の回復等、いろいろ手だてを行っ

ておりまして、現在、有明海においては、あ

る程度の生産の回復の兆しが見えてるといっ

たような状況でございます。 

 全体的な生産といたしまして、熊本県で

は、ブリ、マダイといった養殖業の発展を中

心に据えて今まで推進してきたところでござ

います。また、クルマエビの養殖生産におい

ては、全国一の生産を上げたこともございま

した。 

 また、これと並行して、アコヤガイの生産

も全国４位というふうな状況で進んでまいり

ました。このアコヤガイとクルマエビの生産

を減らしたものについては、大きな病気の発

生というものがございます。これにつきまし

て、県は、国、大学等と連携いたしまして、

対策を練って現在の生産の量を維持している

というような状況でございます。 

 このように、養殖業におきましても、いろ

いろな場面で障害が発生し、それに対して対

応をしてきたという自負はございます。 

 それから、現在新しく国のほうで基本計画

が出されました。その中では、貝類とか藻類

といった無給餌養殖につきまして、これを振
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興しようという考えが出ております。それに

つきましては、新しくつくりました基本方針

の中でも、本県におきましても、カキを初め

とする二枚貝の養殖とヒトエグサ等の藻類の

養殖、いわゆる無給餌養殖について、今後

も、水産業改良普及を通じて、水産研究セン

ターの研究を通じて進めていこうということ

で、ヒトエグサにつきましては、今年度１億

円の生産を上げるとか、また、上天草のワカ

メにつきましても、非常に生産量がふえてい

るといった状況で新たな展開をしているとこ

ろでございます。 

 そういう古い漁場の利用につきましても、

今後漁業者が減る中で新たな展開が今考えら

れているところはでございますが、やはり旧

来からの釣り漁業であるとかそういうものと

の調整が非常に重要になってきておりますの

で、今地元の漁協を通じまして、そういうお

話し合いを尐しずつ始めていただいているよ

うな状況でございます。 

 こういうふうに、現在ある資源、人材、そ

ういうものを活用しながら、現在の生産量を

持続的に継続していきたいということで、新

基本構想は今つくっているところでございま

す。 

 

○西岡勝成委員 農業とも一緒にそのように

努力をしていただいていることは私も認めま

すが、要するに、とる漁業、つくる漁業に対

しましても、餌がないとどうにもならぬわけ

ですね。それと、まき網船団がいなくなっ

て、餌がないとやっぱり餌が高騰してくるん

ですね。それと、養殖漁業も非常に苦しくな

って、人工飼料はありますけれども、基本的

にはやっぱり生餌が大事なんですね。マグロ

の養殖にしてもそうです。その辺を、やっぱ

りとる漁業はとる漁業で、昔は日本で第２位

になった漁港ですよ。水揚げ高。そういうと

ころが、もう廃れてしまってきているための

戦略をもう一回、とる漁業として私はつくる

必要があると思います。 

 もう１つ、クマモト・オイスターの件です

けれども、５月に、水産振興課から、県内で

のクマモト・オイスターの出荷開始について

というお知らせをいただきました。販売店が

８カ所か。我々も、前川幹事長も山口委員長

もメンバーに入っていますけれども、クマモ

ト・オイスターを食べながら地域の振興を図

ろうということで会があるんですけれども、

買って食べさせてもらいました。 

 あのときちょっとまだ小ぶりだったので、

まだ時期がちょっと早いということで私も楽

しみにしていたところが、熊日にも、２月で

すかね、これは、ことしは５万から10万個の

出荷が期待されるということで、私も心踊ら

せながらこの記事を読んでたんですが、現

実、出荷時期が終わって、いろいろ、生産者

の方、販売者の方々から話を聞くと、ことし

もだめでした、最終的には。 

 結局、純種のものを求めなながらやってこ

られたことは私も認めますけども、何が 

──ことしは水温が高かったから、ことしは

プランクトンが尐なかったからと、そういう

条件がいろいろ毎年毎年。養殖なんて、そん

なことをやってたら誰もする人はおりませ

ん。ことしは水温が高かった、プランクトン

がと、これは自然条件ですからいろいろ変わ

る。その中でやっぱりやれる養殖じゃない

と、みんな手出ししませんよ。毎年変わる条

件で、ことしはだめでした、ことしは──そ

ういうことよりも、やはり尐々雑種でもいい

から強いものをつくって出荷をしないと、も

う市場も諦めとる、生産者も諦めとる、そう

いう状況だと思います。 

 ここは、もう尐し方向──努力はもう多と

しますけれども、やっぱり方向性を変えてや

らないと、熊日にも書いてありますけれど

も、もう10億円近く使ってますよ、いろい

ろ。それが成果が出てこないというのは、や

っぱりこれは何かの──研究者、もう現場が



第３回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成29年６月26日) 

 

 

 

- 28 - 

混乱しとる。ああでもない、こうでもないと

混乱してますよ。養殖業者は特に、もうこが

んとはできんですよと言いよる。厳しいかも

しれぬけど、ここはもう一回性根を入れてつ

くり直さないとだめですよ。 

 鳴り物入りでアメリカから来て、100万個

つくってくださいと言われて、知事もその気

になって予算つけたんですから。もうあれか

ら何年たちますか。私が議長のとき、アメリ

カまで行って、もう16年ですよ。なかなか出

てこないというのは、やっぱりどこかに問題

がある。 

 そして、やっぱり水産研究センターだけじ

ゃなくて、窓口を広くしていろいろな知恵を

私はもう借るべきだと思うけどね。純種を求

めるのは、それは科学者でいいですよ。養殖

というのは、もう要するに生産性が経済的に

成り立たないと誰もしませんから。厳しいよ

うですけれども、何か答弁があったら。 

 

○山田水産振興課長 クマモト・オイスター

については、まことに申しわけない思いでい

っぱいでございます。また、一生懸命取り組

んでいることも事実でございまして、ぜひこ

れは成功させたいという思いで職員一丸とな

って取り組んでいるところです。 

 昨年は、顧みますと、漁業者のほうにお渡

しいたしました稚貝については、大きなへい

死もなく、ことしこそはというふうな思いで

おりましたが、先ほどちょっと御指摘もあり

ましたけれども、水温が非常に年を明けてか

ら低かったということで成長がおくれてしま

い、結果的には大きな出荷につながらなかっ

たということでございます。 

 純種、それからいろんな方法でこれまでも

取り組んではきておりますけれども、ことし

からハイブリット種にも一生懸命また取り組

んでいるところでございます。夏を越す越夏

試験に取り組んでおります。 

 このハイブリット種については、短期養殖

でも十分可能かなというふうに考えておりま

すので、これもあわせて、平成29年は、純

種、ハイブリットを合わせた販売個数の増加

にまた取り組んでいきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 

○西岡勝成委員 応援団ですから、いろいろ

指摘もしながらも、やっぱり成功してほしい

んですよ。やっぱり漁業がこういう厳しい状

況にあるから、一つの収入源として、天草、

熊本の海を生かした中で、何かこう生産増強

のためになってくれるスターとして我々は期

待をしとったものだから、期待が大きいゆえ

に文句も言いたくなるんですよ。ぜひ頑張っ

てください。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○前田憲秀委員 その他なんですけれども、

先々週の新聞報道で、農林水産省が農作物輸

出産地を２割増という報道がありました。い

わゆる輸出先の検疫条件を満たした産地をふ

やしていきますという運動なんですけれど

も、一番多いのは北海道で51産地ということ

で、本県、熊本は８産地ということで、全国

の地図を見ても非常に尐ないような気がする

んですけれども、ぜひこれは教えていただき

たいんですけれども、例えばこういうのは、

農業県熊本としては、海外に発信するために

もっとふやすべき、そういう目標も持たれて

るのか、それとも価格で勝負をしていると

か、いろんな見方があると思うんですけれど

も、そこをちょっと教えていただければなと

思いますけれども。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 農産物の輸出につきましては、農林水産物

合わせまして51億円の目標を立てまして、今

が44億円程度でございますので――立てまし
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て頑張っているところでございます。 

 委員御指摘の熊日新聞に載っておりました

輸出産地の２割増という目標につきまして

は、これは農林水産省の中の検疫サイドの目

標でございまして、熊本の８品目につきまし

ては、かんきつ類、梨、盆栽、カンショ、イ

チゴということで、この５品目で市町村が変

わればカウントをもう一つふやすということ

で、例えば梨につきましては、八代市と氷川

町で２回カウントされるというようなこと

で、合計の８産地というふうになっておりま

す。盆栽につきましては、３地域ですね。山

鹿市、菊池市、益城町ということで、３回カ

ウントされているということでございます。 

 あと、検疫サイドの目標でございますの

で、うちの場合は、例えば相手国、一番輸出

で多いのは香港でございまして、香港につき

ましては、こういった検疫は必要ないという

ような状況でございまして、そういったとこ

ろで、そういう検疫まで必要ないところで、

でも精いっぱい輸出をやっていけるというふ

うに考えております。 

 あと、こういった検疫のクリアにつきまし

ては、特に台湾だとか、あとはインドネシア

だとか、ああいった相手国が農業地帯の場合

は、特に高い検疫を相手国のほうから示され

ておりますので、そういったところへ輸出を

目標としている地域につきましては、しっか

り科学的根拠を持ちながら、産地、園地の指

定、または選果場の指定というようなことで

しっかり取り組んでいきたいというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。

より詳しく御説明いただいて勉強になりまし

た。 

 一慨に産地数がふえるからということでも

ないということですけれども、ここには栽培

の支援も行っていくということもありました

ので、例えば、それがネックになってなかな

か踏み出せないという業者さんがいるとか、

さまざまあるのではないかと思うので、そう

いう、何といいますか、アピールというか、

そういうのもぜひ徹底していただきたいなと

いうふうに要望させていただきます。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかに。 

 

○村上寅美委員 今の関連だけど、委員会だ

ったかな、部会だったかな、香港に行きまし

たら、日本コーナーの中に熊本コーナーとい

うのをつくってあるね。これはやっぱり執行

部も努力してますよ。うちの塩屋一番とか、

ノリとか、いろんなことを出してるけど、こ

の状況はどうかな、最近は。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 委員御指摘

の熊本コーナーでございますけれども、特に

海外におきましても、一流のデパート等でし

っかり連携を行いまして、熊本県のコーナー

をつくっていただいて、そこでいろんな生産

者がトライアル、例えば輸出をやってみたい

というときには、そこで試験販売でもやって

もらえるような仕組みをつくっております。 

 そういったことで、海外のバイヤーさん、

またはそういったデパートさんとはしっかり

今後とも連携しながら、輸出の拡大に努めて

まいりたいというふうに考えております。 

 

○村上寅美委員 内容はどうかなということ

を聞いてる。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 取り組みにつきましては、今年度、今取り

まとめ中でございますけれども、輸出額はさ

らに昨年度よりも増加するというふうに考え

ておりますので、しっかりそういった熊本コ
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ーナーの効果が見えてるんじゃないかなとい

うふうに思っております。 

 

○村上寅美委員 ちょっと俺の質問と違うご

たる。わからぬならよかたい。よかばってん

ね、そういう努力をしてるわけだから、どん

どん促進していって、それから、九経連の会

議の水産部会で話があったんだけど、博多か

ら、今冷凍技術かなんか知らぬけど、船自体

で１週間かかって香港に着いて、そして鮮度

が変わらないということで、半値で売ってる

て、半値で。半値で売っても利益が３割ぐら

いあるというような、そういう状況になっと

るから、その辺のところをちょっと追跡調査

をして、そして、そういうもののバイヤーを

広げていくというようなことを、恐らく資料

はなかろうから要望だけしておきます。これ

は部長、いいことだろうと思うから、よろし

くひとつ。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 なければ、以上で本日の議

題は全て終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望書が１件提出されてお

ります。 

 参考として、お手元に写しを配付しており

ます。 

 それでは、これをもちまして、第３回農林

水産常任委員会を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

  午後０時１分閉会 
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